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 次の事項に該当しない者であること。
 不誠実な行為の有無 請負契約の履行が
不誠実、下請契約関係が不適切、警察当局
による公共工事からの排除要請等。
 経営状況 手形交換所による取引停止処
分、主要取引先からの取引停止処分等。
 安全管理の状況 事故等に基づく指名停
止、労働基準監督署からの指導を受け、改
善を行っていない等。
 労働福祉の状況 賃金不払い等による労
働基準監督署からの指導を受け、改善を
行っていない、退職金共済契約の締結を
行っていない等。

 当該工事の施工計画に係る技術提案書等が
適正であること。
その記載内容が適正でない（未記載を含む）
場合又は未提出の場合は入札参加を認めな
い。
 当該工事の入札説明書及び見積りに必要な
図書等を電子入札システムからダウンロード
しない者又は発注者の指定する方法（ＣＤ
Ｒ等による配布等）での交付を受けていない
者は、入札参加を認めない。
 農林水産省発注工事等からの暴力団排除の
推進について（平成20年３月31日付け19東経
第178号局長通知）に基づき、警察当局から
当局長（署長、支署長含む）に対し、暴力団
が実質的に経営を支配する建設業者又はこれ
に準じるものとして、農林水産省発注工事等
からの排除要請があり、当該状態が継続して
いる者でないこと。
 以下に定める届出の義務を履行していない
建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）
でないこと。
 健康保険法（大正11年法律第70号）第48
条の規定による届出の義務。
 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務。
 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第
７条の規定による届出の義務。

３ 競争参加資格の確認等
 本競争の参加希望者は、上記２に掲げる競
争参加資格を有することを証明するため、次

に掲げるところに従い技術提案書等を提出
し、支出負担行為担当官から競争参加資格の
有無について確認を受けなければならない。
 技術提案書等の提出期間、場所及び方法
技術提案書等は、電子入札システムにより提
出すること。
ただし、電子入札システムによりがたい者
で発注者の承諾を得た場合は、下記の場所
に郵送等（配達証明ができるものに限る。以
下同じ。）又は持参して２部提出すること。
なお、詳細は入札説明書による。
 提出期間 平成27年７月９日から平成27
年８月17日まで（土曜日、日曜日及び祝日
等の行政機関の休日（以下「休日等」とい
う。）を除く。）の午前９時から午後４時まで
（正午から午後１時までを除く。）。
 提出場所 〒0108550 秋田県秋田市中
通５９16 東北森林管理局総務企画部
経理課支出係 電話0188362186

 技術提案書等は入札説明書により作成する
こと。
 上記３に規定する期限までに技術提案書
等を提出しない者又は競争参加資格がないと
認めた者は本競争に参加できない。

４ 総合評価落札方式に関する事項
 総合評価落札方式の仕組み
 入札説明書に示された競争参加資格要件
を満たしている場合に、標準点100点を付
与する。
 上記２の技術提案と資料で示された実
績等により最大50点の加算点及び最大30点
の施工体制評価点を付与する。
 得られた「標準点」と「加算点」及び「施
工体制評価点」の合計を当該入札者の入札
価格で除して算出した値（以下「評価値」
という。）を用いて落札者を決定する。
その概要を以下に示すが、具体的な技術
的要件及び入札の評価に関する基準等につ
いては、入札説明書において明記している。

 評価項目
評価項目：以下に示す項目を評価項目とす
る。
 技術提案（施工計画含む）
 施工能力等
 信頼性・社会性
 施工体制（品質確保の実行性、施工体制
確保の確実性）

 落札者の決定方法
 入札参加者は価格をもって入札する。標
準点に加算点を加えた点数をその入札価格
で除した評価値｛評価値＝（標準点＋加算
点＋施工体制評価点）÷入札価格｝を算出
し、次の条件を満たした者のうち、算出し
た評価値が最も高い者を落札者とする。
ア 入札価格が、予決令第79条の規定に基
づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で、かつ有効な入札であること。
イ 評価値が標準点（100点）を予定価格
で除した数値「基準評価値」を下回らな
いこと。

 落札者となるべき者の入札価格が、予決
令第85条に基づく調査基準価格を下回る場
合は、予決令第86条の調査を行うものとす
る。
 落札者となるべき者の入札価格によって
は、その者により当該契約の内容に適合し
た履行がなされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認めら
れるときは、入札価格が予定価格の範囲内
で、発注者の求める最低限の要求要件をす
べて満たして入札した他の者のうち、評価
値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。
 上記４の調査及び落札者の決定方法
等については、入札説明書によるものとす
る。
 技術提案の方法 技術提案は入札説明書
に基づき作成するものとすること。

５ 入札手続等
 担当部署 〒0108550 秋田県秋田市中通
５９16 東北森林管理局総務企画部経理
課支出係 電話0188362186
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
入札説明書等は、電子入札システムにより交
付するものとし、下記の期間内に電子入札シ
ステム内の「入札説明書等ダウンロードシス
テム」の「案件一覧表示」から入札説明書等
の必要な情報を入手すること。
ただし、やむを得ない事情等により発注者
の承諾を得て紙入札による場合は、下記の
及びにおいて交付する。なお、紙入札によ

る場合は、発注者の指示する方法で交付する
ので、担当部署にその旨を申し出ること。
 交付期間 上記３のと同じ期間。
 交付場所 上記３のと同じ場所。
 入札及び開札の日時、場所及び提出方法
入札書は、電子入札システムにより提出する
こと。ただし、やむを得ない事情により発注
者の承諾を得た場合は、紙入札による入札書
を持参又は郵送により提出すること。
 電子入札システムによる締め切りは、平
成27年９月24日午後４時とする。ただし、
電子入札システムによる入札の受付開始の
時期は、平成27年９月18日午前９時からと
する。
 紙入札により入札する場合は、平成27年
９月25日午前10時までに東北森林管理局第
２会議室へ入札書を持参すること。
なお、郵送により入札書を提出する場合
は、平成27年９月24日午後４時までに東北
森林管理局総務企画部経理課へ必着とす
る。この場合の入札書の日付は、平成27年
９月25日とする。
 開札は、平成27年９月25日午前10時に東
北森林管理局第２会議室において行う。た
だし、入札及び開札日時に変更がある場合
には、変更公告、競争入札参加資格通知書
等により変更後の日時を通知する。
 紙入札による競争入札への参加に当たっ
ては、支出負担行為担当官により競争参加
資格があると確認された旨の通知書の写し
及び委任状がある場合は委任状を持参する
こと。

６ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本通貨。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除。
 契約保証金 納付。ただし、利付国債の
提供又は金融機関若しくは保証事業会社
（公共工事の前払金保証事業に関する法律
（昭和27年法律第184号）第２条第４項に
規定する保証事業会社をいう。）の保証を
もって契約保証金の納付に代えることがで
きる。
また、公共工事履行保証証券による保証
を付した場合又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。
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